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Ⅰ．一般仕様 

 

１．件名 

RI生産用実験装置の製作 

 

２．目的 

本仕様書は、「常陽」において医療用 RI 生産技術実証に用いる RI 生産用実験装置の製作を行う

ものである。 

 

３．契約範囲 

３．１ 契約範囲内 

以下の製品及び技術役務を契約範囲とする。 

３.１.１ 製品 

(1) RI 生産用実験装置の構成部品及び組立体 １式 

① ハンドリングヘッド １個 

② ラッパ管 １本 

③ エントランスノズル １個 

④ ダミーコンパートメント（中央部） １式 

⑤ RI 生産用コンパートメント（周辺部）(1),(2) 各１式 

⑥ ダミーコンパートメント（周辺部）(交換用 1 式を含む。) ５式 

⑦ ロックナット １個 

⑧ コンパートメント押えスプリング ７個 

⑨ 各種スペーサ 必要数 

(第 5 図に配置例を第 6図に概略構造を示す) 

⑩ スペーサ押えスプリング ７個 

(2) 保管試料 

① 素材（支給材を除く） 

② 加工品 

a）ロックピンスプリング １個 

b）コンパートメント押えスプリング ６個 

c）スペーサ押えスプリング ６個 

③ 施工試験片 

a）溶接施工試験後試料 別途要領書による。 

b）メッキ施工試験後試料 別途要領書による。 

(3) 輸送箱 １式 

３.１.２ 技術役務 

(1) 製作設計 

(2) 加工・組立 

(3) 試験・検査（メッキ施工試験及び溶接施工試験含む。） 

(4) 梱包・輸送 
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(5) 図書の作成・提出 

(6) 使用前事業者検査受検の助勢 

 

３．２ 契約範囲外 

第Ⅰ章３項１号記載の契約範囲内に記載なきもの 

 

４．納期 

令和8年11月30日 

 

５．納入場所及び納入条件 

(1)納入場所 

① 製品   茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 

日本原子力研究開発機構 大洗原子力工学研究所 

照射燃料集合体試験施設 指定場所 

② 図書   茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 

日本原子力研究開発機構 大洗原子力工学研究所 

高速実験炉部 高速炉照射課 

 (2)納入条件 

①製品 車上渡し 

②図書 持込み渡し 

 

６．検収条件 

製品に対する原子力機構の立会検査に合格後、第Ⅰ章５項記載の指定場所に納入され、受入検査

に合格するとともに、提出図書類の完納をもって検収とする。 

 

７．保証 

納入後１年以内に、受注者が調達した材料及び製作施工に起因する不具合が発見された場合に

は、速やかに無償で修理又は良品との取替を行うものとする。 

 

８．提出図書 

図 書 名 提 出 時 期 部 数 確 認 

(1) 製作・試験検査工程表 

 

(2) 製作図 

 

(3) 試験・検査要領書 

 

(4) メッキ施工試験要領書 

 

(5) 溶接施工試験要領書 

契約後速やかに 

 

製作着手前 

 

製作着手前 

 

施工試験実施前 

 

施工試験実施前 

３部 

（返却用１部を含む） 

３部 

（返却用１部を含む） 

３部 

（返却用１部を含む） 

２部 

（返却用１部を含む） 

２部 

要 

 

要 

 

要 

 

要 

 

要 
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(6) メッキ施工試験結果報告書 

 

(7) 溶接施工試験結果報告書 

 

(8) 工場立会検査申請書 

 

(9) 製造報告書（写真を添付、

完成図を含む） 

 

(10) 試験・検査成績書 

 

(11) 連絡書（議事録を含む） 

 

(12) 委任又は下請負届 

（機構指定様式） 

 

 

製品メッキ施工前 

 

製品溶接施工前 

 

検査日の 1 週間前まで 

 

納入時 

 

 

納入時 

 

必要の都度 

 

作業開始 2週間前まで 

※下請負等がある場合に

提出のこと。 

（返却用１部を含む） 

１部 

 

１部 

 

１部 

 

２部 

 

 

２部 

 

２部 

 

１式 

 

要 

 

要 

 

不要 

 

不要 

 

 

不要 

 

要 

 

要 

 （提出場所） 

   茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 

日本原子力研究開発機構 大洗原子力工学研究所 

高速実験炉部 高速炉照射課 

 

９．支給品及び貸与品 

支給品及び貸与品は，以下のとおりとする。 

９.１ 支給品 

RI 生産用実験装置部材製作に必要な以下の製管は、原子力機構より支給する。支給品以外の材

料については、受注者が準備するものとする。なお、支給品の残材は、納品時に原子力機構に返

却すること。 

９.２ 支給品の仕様及び数量 

(1) 製品用ラッパ管材（パッド加工・硬質クロムメッキ付） １本 

寸法：74.70HEX×1.90t×2200L 

(2) 溶接施工用ラッパ管 1 本 

寸法：74.70HEX×1.90t 全長は別途協議 

(3) 軸心管用管：コンパートメント(中央部)用 ２本 

寸法：26.7OD×24.0ID×2000L （溶接施工用 1 本を含む） 

(4) コンパートメント用管：コンパートメント(周辺部)(1),(2)用 ８本 

寸法：26.0OD×24.7ID×2000L （溶接施工用 1 本を含む） 

９.３ 貸与品 

製作に必要な以下の治具、模擬体及び図書類は、原子力機構から貸与する。 

(1) ハンドリングヘッド掴み治具(グリッパ) 1 個 
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(2) エントランスノズル模擬体 １個 

（セルフオリエンテーションキー取付け及び加工仕上げ方法参考用） 

(3) 本件の実施にあたって必要な図書、図面等 1 式 

９.４ 支給品・貸与品の支給・貸与場所及び支給・貸与時期 

支給・貸与場所及び支給・貸与時期については、契約締結後別途協議のうえ、決定する。 

 

１０．品質管理 

本設備の製作に係る設計、製作、検査等は、全ての工程において、以下の事項等について十分な

品質管理を行うこととする。 

・設計管理 

・外注管理 

・材料管理 

・工程管理 

・試験・検査管理 

・不適合管理 

・記録の保管 

 

１１．適用法規・規格基準 

設計・製作及び試験・検査は、日本産業規格（ＪＩＳ）に準拠すること。準拠規格にJIS以外を採

用する際には、事前に原子力機構と協議すること。 

 

１２．産業財産権等 

産業財産権等の取扱いについては、別紙－１「産業財産権特約条項」に定められたとおりとする。 

 

１３．試験・検査 

各々の項目、方法、判定基準については試験・検査要領書を提出し、原子力機構の確認を得た

後、その要領書に従い実施するものとする。 

また、原子力機構が行う立会検査時には、当該検査の製造者検査記録を提出し、判定を受けるも

のとする。 

 

１４．梱包・輸送 

製品を輸送箱（木箱）内に収納し、周囲を緩衝材等で保護し、輸送時の疵の発生を防止する梱

包とする。保管試料については、専用の木箱に収納し、原子力機構に納入すること。 

輸送にあたっては、輸送箱をトラック等の荷台にロープ等で強固に固定し、過度の衝撃等を与

えないこと。 

 

１５．残材 

支給品の残材は、使用状況と支給時の素材データとの対応を明確にして原子力機構に返却するこ

と。 
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１６．協議 

本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場合は、原

子力機構と協議のうえ、その決定に従うものとする｡ 

 

１７．グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に

適用する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）が発生する場合は、これを採用するものとする。 

(2) 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定める

「紙類」の基準を満たしたものであること。  
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Ⅱ．技術仕様 

 

１．概要 

本契約は、「常陽」において医療用RI生産技術実証に用いるRI生産用実験装置の製作を行うもの

である。 

 

２．設計仕様 

２.１ RI 生産用実験装置 

RI生産用実験装置は、「常陽」の材料照射用反射体（SMIR）構造と同等であり、第1図に示す

とおりハンドリングヘッド、ラッパ管、エントランスノズル、第2図に示すダミーコンパートメ

ント(中央部)、第3図に示すRI生産用コンパートメント(周辺部)(1),(2)及び第4図に示すダミー

コンパートメント(周辺部)等で構成される。ラッパ管内には、ダミーコンパートメント(中央

部)1本、周辺部には、RI生産用コンパートメント(周辺部)(1),(2)及びダミーコンパートメント

(周辺部)6本を組込む。 

ラッパ管下部には、エントランスノズルを全周溶接で取付ける。他方、上部はダミーコンパ

ートメント(中央部)キャップにロックナットを締め込み、ハンドリングヘッドを固定する。こ

のことで、各種コンパートメントの取出し、再組込みを可能としている。また、エントランス

ノズル内部には、RI生産用実験装置内冷却材流量を調整するためのオリフィスを取付けてい

る。 

２.２ 交換用ダミーコンパートメント(周辺部) 

交換用ダミーコンパートメント(周辺部)は、ダミーコンパートメント(周辺部)と同一構造で

あり、照射終了後、照射後試験施設において、RI生産用コンパートメント(周辺部)と入れ換え

る。 

２.３ スペーサ 

RI生産用キャプセル軸方向位置の調整、ステンレス鋼の充填量確保などの観点から各種コン

パートメント内に組込むものである。外径は、RI生産用キャプセルと同一の22mmとし、１個あ

たりの全長については、放射性廃棄物として処理の容易性に配慮し200㎜を目安に配置する。 

 

３．構成部品 

RI生産用実験装置を構成する主要部品の概要は次のとおりである。 

(1) ハンドリングヘッド組立体 

ハンドリングヘッド組立体は、本実験装置の頂部に取付け、内部構造は燃料取扱機のグリッ

パで取扱いが可能な取合い寸法・形状とする。 

ハンドリングヘッド下部側には、上部支持板が溶接接合され、ロックナットによりコンパー

トメント(中央部)と固定する。なお、上部支持板にはロックナット廻止めピンを取り付ける。 

(2) ラッパ管 

ラッパ管は六角形状の管であり、下部はエントランスノズルの下部支持板に溶接接合し、上

部のハンドリングヘッド組立品とは、コンパートメント(中央部)とロックナットにて締結す

る。 

(3) エントランスノズル組立体 
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エントランスノズル組立体下部から冷却材をラッパ管内に導入する構造であり、内部流量の

設定のために4段のオリフィスを取り付ける。また、エントランスノズルの中間部には、原子炉

連結管に着座するための球面座を設ける。 

 

(4) ダミーコンパートメント(中央部) 

ダミーコンパートメント(中央部)はRI生産用実験装置の中央に位置し、下端はエントランス

ノズルの下部支持板に締め付けるためネジ構造とする。上部キャップ部もネジ加工を施し、ロ

ックナットを介してハンドリングヘッドと締結し、RI生産用実験装置の自重を受けることにな

る。なお、ダミーコンパートメント(中央部)上部キャップの材質は、ねじ締結又は取外しの際

のカジリ防止の観点から、インコネル718相当材等を採用する。 

(5) RI生産用コンパートメント(周辺部)(1),(2)、ダミーコンパートメント(周辺部) 

RI生産用コンパートメント(周辺部)(1),(2)及びダミーコンパートメント(周辺部)は、ダミー

コンパートメント(中央部)の周囲に６本配置する。上部キャップと本体とは、二条ネジ構造と

し、キャップの材質は、コンパートメント中間胴ネジ部とのカジリ防止の観点から、インコネ

ル718相当材等を採用する。 

 

４．材料仕様 

各部品の材料は以下のとおりとする。 

(1) ハンドリングヘッド 

JIS G 4303 SUS316ステンレス鋼とする。 

(2) ラッパ管 

原子力機構が支給する２０％冷間加工を施したSUS316相当ステンレス鋼とする。 

(3) エントランスノズル 

JIS G 4303 SUS316ステンレス鋼とする。 

(4) ダミーコンパートメント(中央部) 

本体は原子力機構が支給するJIS G 3459 SUS316TPステンレス鋼管とし、上部キャップはイン

コネル718相当材等とする。 

(5) RI生産用コンパートメント(周辺部)(1),(2)、ダミーコンパートメント(周辺部) 

本体は原子力機構が支給するJIS G 3459 SUS316TPステンレス鋼管とし、上部キャップはイン

コネル718相当材等とする。 

(6) ロックナット 

JIS G 4303 SUS316ステンレス鋼とする。 

(7) コンパートメント押えスプリング、スペーサ押えスプリング 

インコネルＸ-750相当材とする。 

(8) スペーサ 

JIS G 4303 SUS316ステンレス鋼とする。 



 

- 8 - 

５．主要寸法 

各製品主要箇所の寸法は、以下のとおりとする。 

主要箇所 寸法（㎜） 

① 全長  ２９７０.０ 
＋２.５
－３.０ 

② ハンドリングヘッド内径  ５６.０ ±０.１ 

③ エントランスノズル 
球面座 上部円筒部外径  ５７.００ ±０.０２ 

④ エントランスノズル 
球面座部 球面座半径  ３５.００ ±０.２５ 

⑤ エントランスノズル球面座  

下部円筒部外径 

  ０ 

 ４４.７０ －０.０３ 

⑥ エントランスノズル 下部外径 
  ０ 

 ４３.８０ －０.０３ 

⑦ エントランスノズル 下端外径 
  ＋０.０６ 

 ４３.９０ ＋０.０３ 

⑧ エントランスノズル 下部内径  ２７.０ ±０.１ 

⑨ エントランスノズル 下端内径  ３０.０ ±０.３ 

⑩ エントランスノズル オリフィス内径 別途指示する。 

⑪ ハンドリングヘッド 
上部パッド部位置（集合体上端から）  ５０ 

⑫ エントランスノズル 
球面座下端位置（集合体下端から）  ５３０ 

⑬ メンテナンスフローホール  φ４ 

⑭ メンテナンスフローホール位置 
（集合体上端から）  ８０ 

⑮ ラッパ管肉厚  １.９０ ±０.１３ 

⑯ ダミーコンパートメント(中央部)外径  ２６.７ ±０.１ 

⑰ ダミーコンパートメント(中央部)全長  ２１７１ ±２ 

⑱ RI生産用コンパートメント(周辺部) (1),
(2)、ダミーコンパートメント(周辺部)外径  ２６.０ ±０.１ 

⑲ RI生産用コンパートメント(周辺部) (1),
(2)、ダミーコンパートメント(周辺部)全長  ２１５２ ±２ 

 

６．製造仕様特記事項 

６.１ 上部パッド部表面処理 

硬質クロムメッキを施すこと。 

６.２ ダミーコンパートメント(中央部)ネジ部（上部） 

ロックナットのネジ部とカジリが生じないように、材料にインコネル718相当材を使用する対

策を施すこと。 

６.３ 溶接施工試験用部材 

溶接施工試験用部材については、実機と同一ロットの材料から製作すること。 

６.４ 溶接施工 

原子力機構が指定した溶接部の溶接作業は、溶接施工試験を行って確認された条件で、同試験

を実施した設備と溶接士（充分な技術を有すると定められた者）が実施すること。 

６.５ メッキ施工 

部材のメッキ作業は、予め実施したメッキ施工試験で確認された条件で、同試験を実施した設
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備で実施すること。 

６.６ 部品刻字 

RI 生産用実験装置の各部品は、刻印等により番号を付けて管理するものとする。採番と刻印位

置は別途指示する。 

６.７ 支給材 

支給材の加工及び取り扱いについては、細心の注意を払って行うものとする。また、材料取り

図を作成し、管理すること。 

６.８ 材料 

ＪＩＳ材はＪＩＳ認定工場品を原則とし、材料検査時に認定書の写しをミルシートに添付する

こと。 

 

７．試験・検査 

７.１ 材料検査 

原子力機構は、受注者による材料購入時及び製品検査時において材料確認を行い、各ロットか

ら保管試料を指定して刻印等を行うものとする。また、保管試料も製品から採取する。 

材料検査の項目等の詳細は試験・検査要領書で定めるものとする。 

７.２ 部品検査 

製造者は部品全数を別途作成する試験・検査要領書に従って検査するものとし、原子力機構は

その結果の確認を抜取検査又は全数検査で実施するものとする。 

７.３ 全体仮組立試験 

全部品の最終組立後に全体仮組立・分解試験を原子力機構立会のもとで実施する。分解後に再

組立て使用前事業者検査を受検するものとする。 

７.４ 試験試料 

破壊試験を実施した試料は、試験・検査成績書との対応がつくようにして原子力機構へ提出す

ること。 

７.５ メッキ施工試験 

メッキ部については、予めメッキ施工試験を実施すること。試験項目は、メッキ前後寸法検査、

メッキ部断面光学顕微鏡観察、メッキ部かたさ測定、メッキ層密着性試験、メッキ部外観検査と

する。詳細はメッキ施工試験要領書で定めるものとする。 

７.６ 溶接施工試験 

原子力機構の指定する溶接部については、予め溶接施工試験を実施すること。試験項目は、溶

接前・後外観検査、寸法検査、断面光学顕微鏡観察、液体浸透探傷試験、引張試験等とし、溶接

条件、溶接士についても報告するものとする。詳細は溶接施工試験要領書で定めるものとする。 

 

８．保管試料 

下記を保管試料として製品と同時に納入すること。 

８.１ 素材（支給材を除く） 

ロット毎に、ロット№が示された素材(棒材、線材、管材)1 試料をとるものとする。なお、寸

法はいずれも L300mm 以上とする。 

８.２ 加工品 
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ロット毎にとるものとする。 

(1) スプリング 

① ロックピンスプリング ３個 

② コンパートメント押えスプリング ３個 

③ スペーサ押えスプリング ３個 

(2) 試験片 

① 溶接施工試験後試験片 １式 

（別途作成する要領書による。） 

② メッキ施工試験後試験片 １式 

（別途作成する要領書による。） 

 

９．製作数量 

(1) RI 生産用実験装置構成部品及び組立体 1 式  

① ハンドリングヘッド １個 

② ラッパ管 １本 

③ エントランスノズル １個 

④ ダミーコンパートメント（中央部） １式 

⑤ RI 生産用コンパートメント（周辺部）(1),(2) 各１式 

⑥ ダミーコンパートメント（周辺部）(交換用 1 式を含む。) ５式 

⑦ ロックナット １個 

⑧ コンパートメント押えスプリング ７個 

⑨ 各種スペーサ 必要数 

(第 5 図に配置例を第 6図に概略構造を示す) 

⑩ スペーサ押えスプリング ７個 

(2) 保管試料 

① 素材（支給材を除く） 

② 加工品 

a）ロックピンスプリング １個 

b）コンパートメント押えスプリング ６個 

c）スペーサ押えスプリング ６個 

③ 施工試験片 

a）溶接施工試験後試料 別途要領書による。 

b）メッキ施工試験後試料 別途要領書による。 

 (3) 輸送箱 ２式 
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第 2 図 ダミーコンパートメント（中央部）概略構造図 

 

 
第 3 図 RI 生産用コンパートメント（周辺部）（１）、（２）概略構造図 
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3 21645
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軸心管用管外観図

コンパートメント （中央 部）用流 入管

ＳＵＳ３１６

軸心 管用管

ＳＵＳ３１６

コン パート メント（ 中央部 ）用中間胴

コン パート メント（ 中央部 ）用キャップ

１

２

３

４

５

品番 品名 材質 個数 備考

１

１

１

ＲＩ生産用実験装置（その１）
ダミーコンパートメント（中央部）構造図

ＳＵＳ３１６

６

ＳＵＳ３１６ ※スペーサ

キャプ セル押 えスプリ ング １
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第 4 図 ダミーコンパートメント（周辺部）概略構造図 

 

 

第5図 RIキャプセル及びスペーサ配置(素案) 
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第 6 図 スペーサの概略構造 
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L1〜L6
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付録 1 

ハンドリングヘッドパッド部メッキ施工試験要領書【参考】 

1. 概要 

製品と同一手法で施工したメッキ部の試験・検査結果に基づき、製品のメッキ部健全性を保証する

ための施工試験要領を以下のとおり定める。 

 

2. 時期 

電解液濃度・温度、電流密度、通電時間など必要な条件が設定された後で、実機メッキ前に行うも

のとする。 

なお、当該試験終了後に、電解液濃度・温度、電流密度、通電時間など、いずれかを変更した場合

は、再度メッキ施工試験を実施しなければならない。 

 

3. メッキ施工対象箇所、試験項目及び試験数量 

表 1 にメッキ施工試験検査項目を示す。試料は実機と同一ロットの材料を使用し、材料とミルシー

トを照合した記録を提出する。 

 

表 1 メッキ施工試験検査項目 

メッ
キ施
工 
番号 

試験検査項目 

提出試料 

メッキ施工
前検査 

メッキ施工後検査 

外観
検査 

寸法
検査 

外観
検査 

寸法
検査 

メッキ厚さ試験 
密着性 硬さ 

非破壊 破壊 

1 △ △ ◎ ◎ △ － － － 保管試料 

2 △ △ △ △ △ 
△ 

(2 試験片) 
△ 

(2 試験片) 
△ 

(2 試験片) 
破壊試験試
料 

〔記号〕 

◎：原子力機構の立会検査及び製造者側検査記録確認 

△：製造者側検査記録確認 

－：該当せず 

 

4. 試験検査要領 

メッキ施工試験に関する試験検査は、別途「試験検査要領」を定め、これに基づき試験検査を実施

し、これに合格しなければならない。なお、試験検査項目、検査方法の概略及び判定基準を以下に示

す。 

メッキ施工試験結果に関する立会検査は、実機製品の立会検査と同時に記録確認及び試験後試料確

認にて実施する。 

(1) メッキ条件 

報告事項 

・ 電解液濃度 ・ 電解液濃度 ・ 電流密度 ・ 通電時間 

(2) 外観検査 
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① 検査方法 

目視による。 

② 判定基準 

メッキ施工上有害となる付着物、汚れ、キズなどが認められないこと。 

(3) パッド部外対辺間の寸法検査及びメッキ厚さ検査 

① 検査方法 

マイクロメータを用いて、メッキ前後のパッド面外対辺間距離(メッキ前目安寸法：80.25 ㎜)5

か所を測定する。 

② 判定基準 

・メッキ後の外対辺間距離が 80.30±0.10 ㎜であること。 

・メッキ前後の寸法測定記録から、メッキ厚さを計算で求めたメッキ厚さの最小値が 0.01 ㎜以上

であること。（参考：目標値 0.02 ㎜）注）JIS H8615 では、当非破壊検査を破壊試験の代替検

査と位置付けており、施工試験では実施不要と推察、一方、製品では、当代替を採用することに

なる。 

(4) メッキ幅の寸法検査 

① 検査方法 

ノギス等を用いて、最小幅及び最大幅を測定する。 

② 判定基準 

最大・最小値が 34±3 ㎜であること。 

(5) 破壊検査によるメッキの健全性確認 

【メッキ厚さ検査】 

① 検査方法(JIS H 8501 参照) 

表 2 に示す位置からメッキ面に対し垂直に試験片を切り出す。試験片を合成樹脂に埋め込み、メ

ッキ面を壊さないように注意しながら、メッキ面に対して直角に研磨する。測微顕微鏡により適

正に拡大し、メッキ厚さを測定する。 

② 判定基準 

メッキ厚さの最小値が 0.01 ㎜以上であること。（参考：目標値 0.02 ㎜） 

【密着性試験】 

① 検査方法(JIS H 8504 参照) 

表 2 に示す位置から密着性試験用試験片を切り出す。曲げ半径 10 ㎜の当て金を使用してしっか

り挟み固定し、90°曲げて元に戻す。次に試験片を反対側に曲げて元に戻し、顕微鏡で検査し、

メッキ層と素地との密着状態を調べる。(JIS H 8501 では「メッキの種類、製品の使用状態などに

よって適宜決めるとよい」とされている。) 

② 判定基準 

密着面に剥離がないこと。 

【硬さ試験】 

① 試験方法(JIS Z 2251) 

表 2 に示す位置から密着性試験用試験片を切り出し、試験荷重 100g とし、1 試験片について 5

点測定し、その平均値が規格を満足すること。 

② 判定基準 
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測定値の平均値が Hv(100g)750 以下であること。 

 

5. メッキ施工試験試料の試験片採取位置 

表 2 にメッキ施工試験試料の試験片採取位置を示す。 

 

表 2 メッキ施工試験試料の試験片採取位置メッキ施工試験一覧表 

 

試験片採取位置 

〇：メッキ厚さ試験 

□：密着性試験 

△：硬さ試験 

 

114±0.5

64±0.5

Ra1.6

注記：
　1.実機用ハンドリングヘッドと同一素材を使用のこと。
　2.指示なき角部は糸面取りとする。

80.3±0.10(メッキ後)

(80.25±0.02(メッキ前))

78.5 +0
-0.1

メッキ施工範囲　　34±3

84±0.3

(10 12')°

 

参考図 メッキ施工部材 

  

(A面) 

(B面) (C面) 

(D面) 

(F面) (E面) 



 

- 18 - 

付録 2 

溶接施工試験要領書【参考】 

1. 概要 

溶接施工試験の目的は、実機溶接前に、あらかじめ設定された溶接条件で実機を溶接した場合の溶

接部の健全性を間接的に保証するために行う。 

 

2. 時期 

溶接施工試験は、溶接設計、溶接機、溶接条件が決定され、溶接作業者の訓練が終了した後に行う

ものとする。 

なお、溶接施工試験終了後、上記の項目に変更を生じた場合は、再度溶接施工試験を実施しなけれ

ばならない。 

 

3. 溶接施工試験対象箇所 

(1) ハンドリングヘッドと上部支持板 

注）下部支持板とエントランスノズルは共通試料とする。 

(2) ラッパ管とエントランスノズル 

(3) 流入管と軸心管用管 

注）軸心管用管と中間胴は共通試料とする。 

 

4. 溶接施工対象箇所、溶接数量、試験項目及び試験数量 

表 1 に溶接施工試験検査項目を示す。試料は実機と同一ロットの材料を使用し、材料とミルシート

を照合した記録を提出する。 

 

5. 試験検査要領 

溶接施工試験に関する試験・検査は、別途「試験・検査要領」を定め、これに基づき、試験・検査

を実施し、原子力機構の検査に合格しなければならない。 

試験・検査項目、検査方法の概略及び判定基準を以下に示す。 

(1) 溶接条件 

報告事項 

・ 溶接電流 ・ 溶接速度 ・ シールドガス(種類、混合比、流量) ・ 溶接機の型式・溶

接士など 

(2) 外観検査 

① 検査方法 

目視による。 

② 判定基準 

【溶接前】 

溶接施工上有害となる付着物、汚れ、キズなどが認められないこと。 

【溶接後】 

・有害な酸化、着色がないこと。 

・クラック、ピット等の欠陥がないこと。 
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・ビード幅は、均一であること。 

・アンダーカットは、0.5 ㎜以下であること。 

・ビードの盛上りは、0.5 ㎜以下であること。 

(3) 寸法検査 

① 検査方法 

ノギス、マイクロメータ、シックネスゲージ等を用いて測定する。 

② 判定基準 

所定の寸法であること。 

(4) 液体浸透探傷試験 

① 検査方法 

溶接部について JIS Z 2343-1「非破壊検査－浸透探傷試験－第 1 部：一般通則：浸透探傷試験

方法及び浸透指示模様の分類」に基づく。探傷剤は原子力機器染色探傷剤（赤色）を使用する。 

② 判定基準 

欠陥が認められないこと。 

(5) 引張試験 

① 検査方法(常温) 

試験は、JIS Z 2241「金属材料引張試験方法」に準じて実施する。 

② 判定基準 

溶接部から破断が認められないこと。また、母材の引張強さの規格以上であること。 

(6) 溶接部金相試験 

① 検査方法 

溶接部断面の溶け込み状況について、顕微鏡(10 倍程度に拡大)を用いて観察する。 

② 判定基準 

溶け込み深さが、勘合部の外径に達していること又は溶け込み深さが、管肉厚以上であること。 

 

6. 添付資料 

(1) 六角部破壊試験試料の試験片採取位置 

(2) 常温引張試験片の形状・寸法 

(3) 溶接施工部材の形状・寸法 
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表 1 溶接施工試験検査項目 

溶接対象箇所 
溶接 

施工番号 

試験検査項目 

提出試料 溶接前検査 溶接後検査 

外観
検査 

寸法
検査 

外観
検査 

液体浸透
探傷試験 

引張試験 
（室温） 

引張試験 
（550℃） 

断面金相 
試験 

ハンドリングヘッドと上部支持板 
注）下部支持板とエントランスノ
ズルとの共通試料 

1 △ △ ◎ △ － － － 保管試料 

2 △ △ △ △ 
△ 

(2 試験片) 
－ 

△ 
(2 試験片) 

引張試料 
金相試料 

ラッパ管とエントランスノズル 
1 △ △ ◎ △ － － － 保管試料 

2 △ △ △ △ 
△ 

(2 試験片) 
△ 

(2 試験片) 
△ 

(2 試験片) 
引張試料 
金相試料 

軸心管用管と流入管 
注）中間胴と軸心管用管との共通
試料 

1 △ △ ◎ △ － － － 保管試料 

2 △ △ △ △ 
△ 

(1 試験片) 
－ － 引張試料 

3 △ △ △ △ － － 
△ 

(2 試験片) 
金相試料 

〔記号〕 

◎：原子力機構の立会検査及び製造者側検査記録確認 

△：製造者側検査記録確認 

－：該当せず 
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添付資料 

(1) 六角部破壊試験試料の試験片採取位置 

対象箇所 破壊試験片採取位置 

1．ハンドリングヘッドと上部支持板 

注）下部支持板とエントランスノズ

ルは共通試料とする。 

２．ラッパ管とエントランスノズル 

〇：引張試験(室温) 

△：引張試験(550℃) 

□：金相試験 

←：溶接開始位置 

 

(2) 引張試験片の形状・寸法 

対象箇所 試験片の形状・寸法（参考） 

1．ハンドリングヘッドと上部支持板 

注）下部支持板とエントランスノズ

ルは共通試料とする。 

 

２．ラッパ管とエントランスノズル  

 

 

  

W
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m
m

 
T3

m
m

 

L(120)mm 
L12.5×T1mm L12.5×T1mm 

L10×W5×T1mm L10×W5×T1mm 

溶接中⼼ 

溶接中⼼ 

W
29

m
m

 
T3

.8
m

m
 

L(188)mm 

L45mm 溶接 T1
.9

m
m

 L10×W19mm L10×W19mm 

(A面) 

(B面) (C面) 

(D面) 

(F面) (E面) 

溶接進行方向 
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114±0.5

面取り不可

4±0.2

注記：
　1.実機用ハンドリングヘッドと同一素材を使用のこと。
　2.指示なき角部は糸面取りとする。

74.4±0.05

(ラッパ管に現合)

78.5 +0
-0.1

Ra3.2( )
12.5S

 

 

① ハンドリングヘッド溶接施工用部材 

 

74.4±0.05

(ラッパ管に現合) 100±0.5

面取り不可

注記：
　1.実機上部支持板と同一素材を使用のこと。
　2.指示なき角部は糸面取りとする。

Ra3.2( )
12.5S

 

 

② 上部支持板溶接施工用部材 
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78.5±0.1

74.7(ラッパ管に現合) (1.9)

C2
C1.5

94±0.320

114±0.5

84±0.3

面取り不可

注記：
　1.実機エントランスノズルと同一素材を使用のこと。
　2.指示なき角部は糸面取りとする。
　3.指示なき寸法公差、JIS B 0405の中級とする。

Ra3.2( )
12.5S

 

 

③ エントランスノズル溶接施工用部材 

 

Ra3.2 (～)

(78.5)

74.7±0.3 (1.9)

内側及び外側面取り不可

長さLは任意（150～300）とする。

内側及び外側面取り不可

注記：
　1.面取り不可部には、バリ・カエリ等のないこと。  

 

④ ラッパ管溶接施工用部材 
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(350)

TIG TIG

溶接施工後

60

8

16

3

10

45° 45°

5 40

R0.1以下R0.1以下

面取り不可面取り不可

溶接側の外側・内側
面取り不可

150±0.5
Ra3.2

Ra3.2( )
12.5S

注記：
　1.実機と同一素材を使用のこと。
　2.指示なき角部は糸面取りとする。
　3.指示なき寸法公差、JIS B 0405の中級とする。

～
～(　)

 

 

⑤ 流入管及び軸心管用管(コンパートメント（中央部）)溶接施工用部材 
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